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産業構造の「転換」と労働組合運動の課題

　　　多国籍企業化，ＭＥ「合理化」とも関連して

戸木田嘉久

はじめに 「高度情報化杜会」論から「産業構造転換」論へ

　１９８０年代始頭から１９８５年までは，「高度情報化杜会」論がいわば花ざかりで

あっ た。 産業構造審議会情報産業部会の答申書『豊かなる情報化杜会への道標

　　８０年代の情報化およぴ情報産業』（１９８１年）や，経済企画庁国民生活審議会

の答申書ｒ情報化杜会と国民生活』（１９８３年）なとが，「高度情報化杜会」をめ

ぐる論議を呼びおこしたのである 。

　「高度情報化杜会の到来」，哺報革命」，「ニューメデ ィア時代」など，政府

機関の各種審議会の答申やマスコミでふりまかれた「情報化杜会論」の特徴は

どこにあ ったか。それは，ひとことでいえぱ，「情報革命」といわれる新しい

技術と生産力の発展をもっ て， 多かれ少かれ短絡的に杜会発展の歴史的段階を

確定しようとするものであ った。つまり ，そこでは，杜会の発展段階を画する

基準が，生産手段（労働手段）の所有関係に規定された基本的な人間と人間と

の関係，すなわち基本的な生産関係にあることが無視されるか，蔭蔽されてい

た。 したが って，審議会報告たとにみる「情報化杜会」論は，情報化による杜

会的生産力の向上をもっ て労働と生活をバラ色の「光」でつつむか，その「光

と影」を問題にするはあいも ，「光」は「影」をおぎな ってあまりあるとされ

ていたものである 。

　このようた「高度情報化杜会」論の洪水にたいして，私は，「現実にすすみ

つつあるのは資本主義的生産様式のもとでの情報化であり ，それは，資本の利

潤生産の手段としての性格をまぬがれることはできない」（ｒ情報化と労働者階級」
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ｒ経済』１９８５年９月号，２１べ一：！），という基本的立場を表明した。その上に立 っ

て， 今目の情報化，すたわちＭＥ化を間題にするにあた っては，現代の国家独

占資本主義の経済的危機と，国家と独占による経済危機への対応戦略を考慮し

なげれぱならない，とつぎのように主張したものである 。

　「今目の情報化 ・ＭＥ化は，それがｒ情報革命』といわれるような杜会的生

産力の発展であるにしろ，現代の経済危機によっ て制約されている 。

　戦後のｒ高度成長』を調歌した世界経済は，１９７０年代にはいるとともに　転

して，各国ともに巨額の財政赤字，スタクフレーショソ，国際収支の不均衡の

拡大というトリレソ刊こ悩まされるようにな った。同時に，国際通貨体制の混

乱， ２次にわたる石油危機，戦後最大の世界不況（７４－７５年，８０－８３年），高金

利の定着，途上国の累積債務問題など，世界経済は不確実性と不安定性をます

ます増大させてきている 。

　目本経済もまたこの世界経済の危機のそとにあるわけではない。ｒ高度成長』

にともなう資本過剰の累積は各副こくらべて大きく ，この矛盾を２次にわたる

『減量経営』と集中豪雨型輸出でのりこえようとしてきたが，いまや貿易摩擦

あるいは国際経済摩擦が深刻な問題である 。

　これにたいして目本独占資本は，いわゆる『市場開放』，ＭＥ機器など先端技

術産業を軸とする産業再編成，鉄鋼 ・造船 ・化学狂ど既設産業部門におげる過

剰資本の切り捨て，生産 ・流通 ・サ ービスの全分野にわたる情報化 ・ＭＥ化 ，

海外投資と海外生産の展開などをもっ て， 対応しようとしている 。そこで，今

日の情報化 ・ＭＥ化がこのような制約条件のもとですすむとすれぱ，労働者階

級としては，これを『高度情報化杜会』の到来たどと謹歌するわげにはいかな

い。 さしあたり雇用 ・失業問題が重大な局面をむかえることを懸念せさるをえ

ないことになる」（前出「情報化と労働者階級」２４ぺ 一ジ）。

　「高度情報化杜会」論がバラ色の未来を画き出していたのにたいして，私が

右のように情報化 ・ＭＥ化をめぐる制約条件のきびしさを警告したのは，わず

か１年余りまえ『経済』誌１９８５年９月号においてであ った 。

　ところが，その後わずか１年たらずの問に，バラ色の「高度情報化杜会」論
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はいつしか舞台裏にしりぞいてしまっ た感がある 。政府と独占は，経済摩擦と

円高間題がい っきに深刻化するもとで ，いまでは一連の産業構造「転換」政策

を提示しその実行をせまっ ている 。こうして，ＭＥ化 ・情報化も，いまや私が

警告したとおり ，経済摩擦と円高問題，産業構造のｒ転換」（産業再編成）とい

うきびしい制約条件のもとで，超過搾取のためのｒ合理化」の技術的手段とし

て展開されることにな った 。

　本稿の課題は，ひとつには，この政府 ・独占による蓄積条件再構築の方向が ，

労働老 ・勤労国民の労働 ・生活 ・経営にとのような影響をあたえようとしてい

るかをあきらかにすること ，つまり ，目本労働組合運動として避げてとおれな

い諸課題をあきらかにすることである 。いまひとつには，このような政府 ・独

占による蓄積条件の再構築とその諸結果からひきおこされる課題にたいして ，

目本の労働組合運動として階級的結集をつよめうる条件をどこにみいだしうる

かをあきらかにすることである 。以下，この二つの課題をつぎの章別構成をも

って検討していくことにしたい 。

　１．産業構造の「転換」と「空洞化」

　２　ＭＥ「合理化」と加重される雇用 ・失業問題

　３．　目本労働組合のｒ右傾化」と再生の条件

　４　目本労働組合運動の展望　　経済の民主的改革と労働者階級

一． 産業構造の「転換」と「空洞化」

　１９７４ ・７５年の世界「同時不況」後，１０年あまりになる「低成長」期をつうじ

て， 目本経済はその面目を一新してきた 。

　第１に，ＭＥ化を中心とする先端技術の開発，導入を猛烈狂勢いですすめ ，

徹底したｒ減量経営」を追究することによっ て， 目本の主要産業は国際的に抜

群の生産技術と国際競争力をもつようにな った。第２に，そうしたＭＥ「合理

化」を武器に輸出を激増させ，あるいは輸入原燃料を節約しながら，国際収支
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の大幅な黒字を実現し，「低成長」にあえく他の先進資本主義剛こくらべ，か

なり高い経済成長を達成してきた。第３に，独占資本はいわゆる集中豪雨的輸

出にととまらず，途上国およぴ先進国にむけて積極的に海外の直接投資，証券

投資にのりだし，いまや世界一の債権国家とな った 。

　この目本資本主義の不均等な急成長，そのメタノレの裏側には，先進諸国のな

かで低位に属する目本の労働条件があり ，目本独占資本の海外進出に直接 ・

問接に労働と生活を圧迫される諸国の勤労人民がある 。だが，目本独占資本に

とっ て当面の急務は，自らの不均等発展がひきおこした経済摩擦 ・円局不況に

いかに対処し，蓄積条件をいかに補強しつつ再構築するかにおかれている 。そ

の対応は，独占資本の本性からすれば，結局は，国の内外にわたり労働者と勤

労国民にさらに犠牲を強要するような搾取と収奪彩態の追求にゆきつくほかは

たい。そのための９０年代にむげての新経済戦略の基本方向としては，産業構造

のｒ転換」政策による産業再編成，多国籍企業化とＭＥ　ｒ合理化」の徹底など

があげられる 。

　まず，独占の経済戦略にみる第１の方向は，「国際化」を軸として産業構造

の抜本的な再編成，独占大企業の多国籍企業化がはかられようとしていること

である 。それは，石炭から石油へのエネルギー転換を基軸として，１９５０年代か

ら６０年代の「高度成長」過程に彩成されてきた石油精製，石油化学，鉄鋼，造

船重機，自動車，電機なと ，素材加工型重化学工業を中心とした産業構造の転

換・ 再編成を意味する 。

　１　産業構造「転換」の方向　　いわゆる「前川リポート」など

　政府 ・独占資本は，まず「新次元の国際化」や「国際国家への飛躍」をかか

げ， ２１世紀にむけて産業構造の再編成を戦略的に推進することを志向している 。

その転換方向は，中曽根首相の私的諮問による『国際協調のための経済構造調

整研究会報告』（いわゆる前川リポート ，１９８６年４月），産業構造審議会（通産大臣

の諮問機関）『２１世紀産業杜会の基本構造』（１９８６年５月）によっ て指示されてい

る。 その基本的性格と特徴はどこにあるか 。
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　その基本的性格をひとことでいえぱ，目本独占資本としては，５０年代から７０

年代初頭にかげて対米従属のもとで高度蓄積をすすめ，１９７０年以降海外投資を

急増させてきたが，その権益を擁護するためには，軍事的，政治的にも １また

経済的にもアメリヵとの協調持続を基本とする ，ということである 。

　すなわち，「前川リポート」は，まず「我が国の大幅た径済収支不均衡の継

続」は，「危機的状況である」と断定，ｒ経済政策および国民生活のあり方を歴

史的に転換」し，「国際協調型経済を実現し，国際国家目本を指向していく」

必要があるとしている 。そして，その「転換」の基本方向は，輸出依存から

「内需主導型へ」ｒ輸出入 ・産業構造の抜本的な転換を推進」し，ｒ金融 ・資本

市場の自由化，国際化を一段とおし進める」ことである 。それをつぎの６項目

の提言によっ て具体的にしめしている（中瀬寿一氏ｒ諸文献にみる日本独占の
‘‘

２ユ世

紀構想
’’ 」『経済』１９８６年１２月号２１０～２１２ぺ一ジ参照）。

　「！　内需拡大」（住宅対策及ぴ都市再開発事業の推進，消費生活の充実，地方にお

げる杜会資本整備の推進）

　ｒ２　国際的に調和のとれた産業構造への転換」（中小企業の陶汰と石炭鉱業の

大幅縮減，サ ーピス産業の発展促進，直接投資の促進，国際化時代にふさわしい農業政

策の推進と国内市場の一層の解放）

　「３．市場アクセスの一層の改善と製品輸入の促進等」（アクショソ ・プ ログラ

ムの完全実施，市場開放問題苦情処理推進本部の強化，諸揚制の見直し，輸入促進キャ

ソペーソの強化，国際的責任を自覚した企業活動）

　「４．国際通貨価値の安定化と金融の自由化 ・国際化」（国際的取組みにょる為

替安定と維持，金歯 ・会未舌垂あ白由イと主由あ由睦花，短期金融市場の整備，流通市場

の拡大強化）

　「５．国際協力の推進と国際的地位にふさわしい世界径済への貢献」（途上国

からの輸入拡大，累積廣務問題への対応，経済 ・技術協力，国際交流の推進，新ラウソ

ドの推進）

　「６．財政 ・金融政策の進め方」（財源の効率的重点的配分，民活の活用・規制緩

和など機動的な対応
，非訣娩時垂葡産６産止）
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　このような６項目にわたる中期的な政策提言は，これをひとことでいえぱ ，

資本主義世界経済の矛盾が激化し，大恐慌圓ｕ夜的な兆侯があらわれるなかで
，

アメリヵの目本市場解放要求に義理だてするとともに，多国籍企業化の新展開

をねらうハ大金融独占企業集団の利益にかたう内容を骨格としている 。その特

徴点を産業構造のｒ転換」という点にしぼって整理すれは，次のような方向が

指示されているといえよう 。

　第１は・ＭＥ化の急速た発展を利用し，７０年代後半から推進してきた，重化

学工業優先型の産業構造を先端技術産業優先型に転換する政策を，さらにいち

だんと急テソポに推しすすめることである 。っまり ，構造的不況業種とた って

いる鉄鋼，造船，石油化学などは縮少 ・整理しつつ，コソピ ュータ ，情報産業，

宇宙航空機，原子力産業たどの育成 ・強化を推進し，これら先端技術産業の製

品輸出にいちだんと力を入れ，輸出依存型の経済構造の新しい型での維持強化

を図っていくことである 。これら先端技術産業の展開は兵器生産の方向ともか

らみあ っている 。

　第２は，輸出の中核であ った自動車 ・電機の両産業におげる輸出志向型の修

正・ 国際現地生産への移行である 。とりわげ８６年東京サミット後の円高騰を契

機に，自動車，ＶＴＲ，半導体などの海外現地生産は急激に加速し大規模化し

つつある 。円高の制約を現地生産による輸送費の削減や途上国の低賃金労働利

用によっ て回避しようというわげである 。

　たお，自動車や電機の独占の現地生産指向にともない，部品下請げ企業とし

ても現地生産に同調できるかどうかが大問題にな っている 。現地生産が増大し

国内生産が縮少する以上，部品下誇げ企業としてば，国内にとどまることは ，

それ自体，経営の整理 ・陶汰においこまれるからである 。また，かかる大規模

た海外生産への指向は，わが国産業の「空洞化」をすすめ，雇用 ・失業間題を

深刻化することが懸念されている 。

　第３は，アメリカのレーガソ政樹こよる貿易赤字解消のための「自由化」要

刺こたいして，アメリカの工業製品や農畜産物（牛肉，米），石炭なとの大量輸

入をすすめ，それにともない国内では中小企業や農業，石炭産業なとの計画的

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８０）
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なスクラ ップ化をすすめようとしていることである 。これは，「国際協調」の

名のもとにこれら部門の犠牲によっ て， 独占大企業の先端技術産業製品の輸出

を促進しようとするものである 。また，食糧とニネ ノレギーを全面的に海外依存

に委ね，目本経済の再生産構造の自主性を損うものである 。

　このように産業構造の転換は，一方に，独占資本による自動車，電機，機械

工業にみる輸出志向から海外現地生産への転換，鉄鋼，造船，石油化学など構

造的不況業種からの撤退と先端産業部門への展開，他方に，中小企業，農業 ，

石炭産業の切り捨てという構図として浮かび上がる 。それはひとことでいえぱ ，

労働者，勤労国民の生活と経営を犠牲にした独占資本の新しい蓄積様式を再構

築するための産業構造の「転換」である 。

２　多国籍企業化と産業の「空洞化」

　かかる産業構造の「転換」を企業 レベルにひきもどしてみれば，とりわげ

「国際協調」を名目とした独占大企業の多国籍企業化ということになろう 。

　すでに指摘した自動車，電機，半導体など海外現地生産，海外への資本輸出

は， これを独占大企業 レベルでいえば，多国籍企業化のい っそうの展開という

ことにたる 。この多国籍企業の大々的な展開，すなわち資本輸出は，ｒいくつ

かの海外諸国…… の労働を搾取することによっ て生活する国（注 ・資本輸出国）

全体に寄生性という刻印をおす（レーニソｒ帝国主義論』）」ことになる 。

　大蔵省試算によれぱ，１９８６年１月一８月の対外直接投資（国際収支べ一ス）は

７１億４，３００万ドルと ，８５年１年間の６４億５，２００万ドルを８月時点で７億ド ノレ近く

も上廻っており ，この１年問では１００億ド ノレ を超える見とおしである 。なおこ

れは米国やアジアの中進国で自動車，電機，機械などの現地生産がふえている

のが主な要因である 。米国への進出は経済摩擦への対応，アシアの中進国への

現地生産は，通貨安（台湾，韓国など米ドル建と連動）と低い賃金 コストをメリッ

トとしている 。

　経済摩擦，円高を背景に海外現地生産の動きは一段と活発化する 。目本機械

輸出組合の約２００杜を対象とした調査では，対象企業の４２劣が海外生産の拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８１）
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を計画中，内外の総生産に占める海外生産の比率螂６年度の３．６％から９１年度

には１２４〃こはね上がると予想されている（目本経済新聞８６年１１月１３目号）。

　このような海外諸国と他民族の搾取へのｒ寄生」は，独占の多国籍企業を中

心に資本の蓄積基盤を拡大するものではあるが，それは本国自体におげる投資

や雇用を削減する方帥こ作用する 。たとえぱ，この点にかかわって『日経 ヒシ

ネス』（１９８６年９月１５日号）の特集「目本的経営の空洞化」は，ＮＥＥＤＳ－Ｉ－Ｏ

（日経の産業連関システム）を使って実施した中期産業予測として，１９８５－９０年の

問に製造業で約９０万人の雇用の場が失われると推定している（金属製品１８万人
，

自動車１６万人，　般機械１３万人，製材 ・木製品 ・織物 ・造船各約７万人，鉄道 ・重電機

各６万人，家具 ・その他繊維製品各５万人など）。

　通産省の試算では，海外投資が２０００年にかげて残高べ 一スで年平均１２％で伸

びていくならば，２０００年の時点では貿易黒字を約５３０億トノレ滅らす効果がある

が， 同時に国内の雇用機会を５６万人分減少させることになる。もし，年平均１５

％の伸び率であれば９７万人の雇用減になるという（産業構造審議会報告，１９８６年

５月）。

　また，第　勧業銀行調査部は産業連関表を用いて，国内生産が海外生産に移

転した場合の雇用減少効果（当該産業が海外進出した場合の雇用移転分十移転しない

場合に国内で二次的に生じたはずの雇用誘発効果分）を試算したが，これによると

製造業全体で生産額１兆円（１９８０年価格）の海外への移転は国内雇用を１８．２万人

滅少させることにたる 。もし，仮に８５年度の経済海外余剰分１２兆円が海外生産

にすべて移転した場合には，２１８．４万人分の雇用機会が失われ，失業率は約３．７

劣上昇することになるという（ｒ第一勧銀調査季報』１９８６年Ｉ号）。

　帝国主義的な海外直接投資の拡大は，このように本国の産業や雇用のｒ空洞

化」，その国の「停滞」傾向にむすびつく側面をもっ ている 。歴史的にも「大

英帝国」の没落は７つの海におよんだ植民地搾取へのｒ寄生」の帰結であ った 。

また先頃いらいのアメリカ経済の停迷傾向が，多国籍企業の海外におげる戦後

展開と密接に関連していることも周知の事実である 。こうして，多国籍企業の

本格的展開が，つぎの「停滞」はわが国じしんの順番とならぬ保障はない。く

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８２）
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わえて，この輸出依存型の経済構造から海外現地生産への展開は，貿易摩擦か

ら資本摩擦へと ，新たた矛盾を生みだす可能性がある 。

　前出，ｒ目経ピジネス』の特集が，予想される産業のｒ空洞化」をｒ国滅ん

で企業が栄える」とい っているのは，かたらずしも正確な表現とはいえないが ，

それなりに的を射た指摘であるといえよう 。独占資本は独占的超過利潤を取得

するためには コスモポリタニ ズムであり ，独占が栄えるその対極には，内外に

わたる勤労諸国民への超過搾取と犠牲転嫁が組織されることになる 。

二． ＭＥ「合理化」と加重される雇用 ・失業間題

　経済摩擦 ・円高に対応する産業構造のｒ転換」は，さらにＦＡ，ＯＡ，情報

ネットワークなど，ＭＥ化を技術的手段としたｒ合理化」をともな っている ・

その結果，産業構造のｒ転換」にともなう産業と雇用のｒ空洞化」にくわえて １

雇用 ・失業問題は一段と深刻化せざるをえない 。

　１　人員削滅と賃金節約の諸方法

　ｒ合理化」とはｒ体系的な超過搾取の方法」の追求であるが，経済危機と過

剰資本の蓄積，経済摩擦と円高を背景とした今目のＭＥ「合理化」では・なに

よりもまずＭＥ関連機器の資本主義的利用を武器に，その作用をこえた目的意

識的なｒ省力化」こそ超過搾取の方法の基本となる 。た壱なら，人員削減によ

って賃金支払総額を節約し，生産性向上でこれまで以上の仕事量をあげ・労務

コストを切下げることこそ，超過搾取のもっとも確実な条件だからである ・

　しかも，削減されるべき人員は，まず「中高年労働者」でなけれぱならない 。

ＭＥ化によっ て既成の熟練が陳腐化し，しかも相対的に高い賃金を受げとる

「中高年労働者」こそ，ムダな労働力だからである 。こうして，ｒ中高年労働

者」はｒ選択定年制」によっ て退職においこまれるのをまぬがれたとしても ・

「配転症侯群」ともいうべき際限なき配転と出向をよぎなくされ・深刻な雇用

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８３）
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不安にさらされる 。

　ＭＥ化とともに労働力構成の「若年化」がすすむと報告されているが，これ

は「中高年労働者」の排除とひきかえに，削減された人員のもとで，ＭＥ技術

に新鮮な適応力をもち，相対的に低い賃金の「若年労働者」がひき入れられた

ことを意味する 。「労働力構成の若年化」，つまり平均年齢の低下は，多かれ少

なかれ年功的要素をふくむ現行賃金制度のもとでは，それじたい賃金節約の手

段となる 。

　しかし・資本の超過搾取欲は，現行賃金制度それ自体の改悪をも意図する
。

ＭＥ化による仕事の標準化に呼応し，また中高年者の賃金削減を目的として
，

年功的要素を一段と削減し，ほぽ年功給３５，職能給４０を目標に賃金体系を

改定し・５０歳則後で賃金のピークをおさえようとしている（経済企画庁の委託を

うげた杜会開発研究所報告『２０００年に向げての激動する労働市場』４６－４８ぺ一ソ）。　こ

れは，実際上，退職金の抑制をも意味し，定年以前退職に水路をあけようとす

るものである ・賃金抑制のより直接的な手法は，ｒ春闘１２連敗」という状況に

見るように賃上げの抑制である
。

　ＭＥ化の雇用 ・失業間題に及ぽす影響を，労働過程の変化という狭い視野か

ら軽くみている調査もある 。だが，すでにみた経済危機下の経済摩擦の激化 ，

円局不況などの諸条件に加えて，ＭＥ化の「省力化」効果として，その技術導

入が企業や全業種をヵバーする一定の水準に到達したときに加速的に高まる性

格をもつことを考慮すれは，雇用 ・失業問題はおそかれ早かれ深刻 ・重大化せ

ざるをえない 。

　２　労働カ構成の不安定化，不安定就労の拡大　　派遣労働者など低賃金利

　　　用の新しい形態

　ＭＥ「合理化」の特徴は，本格的な「省力化」 ・人員削減とともに労働力構

成の不安定化が促進されていることである 。人員削減がパートタイマーや杜外

工にもおよぶたかでの労働力の男子化，若年化，単純未熟練労働者から技術者

まで包含する派遣労働の拡大 ・　般化，配転 ・応援 ・出向 ・派遣 ・移籍，それ
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に単身赴任たどの目常化，作業指揮権の若年者への移行と管理職層や長期勤務

者の地位の低下，等々が急速に拡がり ，労働力構成において不安定雇用者の比

重が高まっ ている 。

　労働力構成における不安定就労の増大というとき，雇用形態上の不安定就労

として重大なのは，主帰パートと派遣労働老の急増て１ある 。

　経済企画庁の委託による杜会開発研究所報告ｒ２０００年に向げて激動する労働

市場』（１９８５年３月）では，ＭＥ「合理化」の結果，２０００年には・１９８２年にくら

べてｒ正規雇用者」は２８９万人の激減，バート ，派遣など「非正窺雇用老」は

８２３万人の激増，こうしてｒ非正規雇用者」は３人に１人になると予測してい

る。 これは企業の予測をべ一スにした推計だが，ＭＥ「合理化」のもとで・い

わゆる下請げ重層構造にくわえて，新たな低賃金 ・不安定雇用の形態が拡大し

ていくのは必須である 。

　かかるＭＥ　ｒ合理化」にともなう「外部労働市場」ないし「中問労働市場」

の拡大，不安定た「非正規雇用労働者」の激増は，労働者派遣事業法の制定 ，

労働基準法の改定など，戦後労働諸法揚の改悪と軌を一にするものである ・

　３　労働強度の増大のための諸形態　　超過密労働

　また，資本の側からは，「超過搾取の方法」として，賃金の削減 ・節約とと

もに，ＭＥ機器の資本主義的利用をテ コとして，労働密度の増大・労働時問延

長のための諸方法が追求される 。この「合理化」の衝動をひきおこす起動力は ，

経済危機と内外におげる市場戦の激化，ＭＥ化のための固定資本価値の急速な

道徳的磨滅，それらを条件とする利潤率の低下傾向である ・これらに対応する

ために独占大企業は，搾取率と資本の回転率の引上げを目標としてｒ合理化」

への衝動をい っそう強める 。

　まずＦＡ化，ＯＡ化，企業オートメーシ ョソ化によっ て， 生産部門 ・事務部

門にかかわりなくンステム化がすすみ，その資本主義的充用は・労働の生産力

向上による特別剰余価値取得の源泉となる 。だが，それだけでなく ・この自動

化機械の連続的なスピード ・アッ プのなかで，労働力 ・設備 ・資材を最高の効
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　７６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

率で管理するシステムが作動し，その結果として，労働者は最小の人員で最高

の密度をもっ て充填された間断なき労働を強制されることになる
。

　また・ＭＥ化による技能の平均化，それを基礎とした職務統合，多台もち等

の職能範囲の拡大，多能工化，賃金の職務 ・職能給化がすすむもとで，「能力

主義管理」がいちだんと強化される 。「能力主義管理」は，職場秩序の資格基

準と技能水準から「職務執行能力」に移し，労働者のなかに差別と選別をもち

こみ，労働強化をあおるだげでたく ，昇格や賃金について職場活動家にたいし

て思想 ・信条による差別攻撃をつよめる武器ともな ってきた 。

　「能力主義管理」による人事考課では，「小集団管理運動」（ＺＤ，ＱＣ，ＴＱ

Ｃ）もその一環にくみこまれている 。「小集団管理運動」は，もともと労働者の

脳髄と心理をも搾取せんとする「科学的管理法」：ｌ Ｈ． Ｒ（ヒューマソ ・リレ＿シ

ョソ）の手法に立脚するものであ った。だが，ＭＥ「合理化」下のＴＱ　Ｃでは
，

それは コソピ ュータがはじきだした目標管理の統制下におかれ，コスト削減の

目標が上から提示され，これにむげて小集団管理運動として主体的に，原単位

の切り下げによる不変資本の充用上の節約や，要員削減，作業範囲の拡大なと ，

労働強度の高められた水準をつくりだすことが強制されている 。このようにし

て労働者は，ＭＥ　ｒ合理化」のもとで，ますますきびしい秒単位の超過密労働

が強いられる 。

　４．労働時間延長の諸形態　　「長時間労働症候群」

　資本主義のもとでの労働時問は，必要労働と剰余労働時間からなり ，資本の

剰余労働時問を拡大せんとする攻撃もまた絶対的である 。周知のようにわが国

の長時問労働は国際的にみても異常な状況にあるが，ＭＥ「合理化」のもとで ，

資本の労働時問延長の衝動はいちだんと強まっ ている 。ＭＥ化をめざす独占問

の競争，機械設備のｒ道徳的磨滅」の危険性からして，資本は高い操業度の維

持を不可欠の前提として，労働時問の実質的延長への衝動をい っそう強めずに

はおかたいからである 。

　その結果１ＭＥ技術革新に投下された多額の設備投資の早期回収と稼動率の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８６）
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向上のための交替制勤務，深夜勤務，常夜勤務なと「変則勤務」か拡大してお

り， それらはますます強まる傾向にある 。くわえてＭＥ機器関連の技術開発競

争は熾烈をきわめ，研究所勤務の技術者やソフトウヱ ア労働老のぱあい，月

１００時問をこえる残業も珍しくない 。

　このような状況にもかかわらず，資本はさらにさまざまの捗態で労働時間の

掠め取りをおこな っている 。フレックスタイム 制， 休憩時間の削減，就業時問

中のい っさいの遊休時間の削減など。そして最後に，労働時間掠め取りのもっ

とも露骨な彬態としてｒ残業不払い」がある 。

　５．　「システム症候群」と労災 ・職業病

　重大化する雇用不安と賃金抑制，超過密労働と「長時間労働症侯群」，これ

らにくわえてＭＥ「合理化」下の労働老のうえには，孤立化，単調感，焦燥感 ，

精神的疲労など「システム症侯群」ともいうべき状況が深刻である 。

　広い職場に少人数で点在する労働者の孤独感，コソピ ュータのボタソ押し作

業にみられる単調感，新技術からとりのこされる焦燥感，そして過労とかさな

る精神的疲労，このｒンステム症侯群」と超過密労働，変則勤務の長時問労働

がかさなり ，蓄積疲労は過労へとすすむ。こうして遇労からくる頸肩腕障害 ，

腰痛，消化器疾患，高血圧，心臓病，ノイローゼなどが労働者の健康をむしぼ

み， 現場での「過労死」につたがる 。かかる過労による健康破壌とあわせて ，

産業用 ロボ ット災害やＶＤＴ（ＯＡ端末機器）障害など，新しい労働災害 ・職業

病がみられる 。

　以上にみるように，ＭＥ「合理化」下の労働老状態はきわめて過酷なものが

ある 。かかる状態は，「職場に憲法なし」とする独占企業の自由と民主主義へ

の攻撃と不可分であり ，また労資協調主義の立場をとる労働組合運動もその責

を負うものである 。また経済摩擦，円高，産業構造の「転換」，ＭＥ「合理化」

が重合する過程で，労働者の死活にかかわる雇用 ・失業問題も ，労資揚調主義

の立場をとる労働組合運動の「主流」の妥協のために，ますます深刻さを加え

つつある 。
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三． 日本労働組合の「右傾化」と再生の条件

　「労働者階級の状態こそ，あらゆる杜会運動の実際上の土台であり ，出発点

である」（ニソゲルス）。 この運動の土台をなす目本労働者階級の状態について

いえば，今目 ，経済摩擦と円高，産業構造のｒ転換」と多国籍企業化による現

地生産の展開，ＭＥ「合理化」によっ て， ますます過酷とたり ，雇用 ・失業問

題も深刻さをくわえている 。その意味では労働組合運動の課題は，一段と鮮明

にな ってきている 。だが，同盟 ・全民労協路線に代表される目本労働組合運動

の「主流」は，独占資本の新しい経済戦略に追随し，労資協調主義による「右

傾化」を一段と露骨にしてきている 。今目 ，目本労働組合運動の緊急な課題は ，

この右翼的潮流を克服し，階級的 ・民主的潮流の主導によっ て闘う労働組合を

再構築することである 。その課題にたちむかう基本的則提として，ここでは二

つのこと ，すなわち，協調主義的潮流のｒ右煩化」の程度，労働組合運動再生

の条件についてふれることにする 。

　１　協調主義的潮流の「右傾化」の論理

　今目 ，目本労働組合運動を主導する同盟 ・全民労協路線は，総評主流の「民

同」の基盤とた った戦後型「企業別組合」とも区別される ，巨大企業のいわは

新しい「企業別組合」を基盤として登場したものである 。この新しい「企業別

組合」は，１９６０年代後半以降におげる鉄鋼，自動車，電機など民間大企業の急

成長に呼応し，これら「企業別組合」において旧「民問」が指導権をうしなう

過程を経て確立した。　「目本的労働組合主義」によるｒ企業別組合」から労資

協調主義によるｒ企業別組合」への変質とい ってよいであろう 。

　この６０年代後半の超「高度成長」期にあ っては，生産性向上，つまり「合理

化」に協力し，その成果を賃上げ闘争で「分配」するという ，いわゆる「バイ

の理論」に立脚した労資協調主義も，それなりに有効性をもっ ていたといえよ
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う。 労資協調主義的な「企業別労働組合」であ っても ，生産性向上への協力で

実質賃金の引上げとそれなりの雇用の安定が保障され，協調主義の利益をそれ

たりに組合員に示すことカミできたからである 。

　だが，１９７４－７５年恐慌，ｒ低成長」への移行による独占資本の蓄積条件の変

化は，そのまま協調主義的潮流の方針にも反映された。それに照応したのは ，

「合理化」に協調する「生産性賃金論」（ｒバィの理論」）からさらに展開した賃金の

「経済整合性」論である 。それは２次にわたる「減量経営」に協力したうえで ，

さらに企業の独占的高利潤計画との「整合」で賃上げ要求の「自粛」を訴えるも

のであ ったとい ってよい。この「経済整合性」論の本質は，目経連がこれを労

働組合の『コベノレニクス的転換』と高く評価したことによっ ても示されている 。

　「この問，特筆すべきことは，わが国の労働組合が……経済整合性論を打ち

出したことだ。この労働組合としては，いわ１まコペノレニクス的転換によっ て，

目本径済は，世界主要国のなかでいちはん早く第１次オイルンヨヅクを克服し ，

ジャパソ ・アズ ・ナソバーワソと称されるまでにな った」（１９８４年目経連定時総

会大槻会長にょる「１０年の流れ」総括），と 。

　だカミ，この日本経済が，そしてまた目本の巨大企業が，労働組合の「コペル

ニクス的転換」にささえられて「ジ ャパソ ・アズ ・ナソバーワソ」とた った帰

結が，経済摩擦と円局不況である 。そこで，この目本経済の新たた困難と矛盾

にたいして，企業協調主義の必然的な帰結としてさらに新たた後退をよぎたく

されている 。その転換は底の知れぬつるべ落しの状況にある 。

　たとえは，今目 ，鉄鋼産業界では，ｒ円高と発展途上国の追い上げに対応す

るため」として，　「発展途上国なみの労務 コスト（韓国は日本の３分の１）への

切下げ」「大手５杜で５年間で３万４，ＯＯＯ人の人員削減」をともなう「合理化」

計画を提起している 。これにたいして鉄鋼労連は，「春闘見直し，賃金の中期

協定化」を打ち出し，また「雇用と生活の安定の礎をなす産業基盤の強化にむ

けて，積極的に構造改善を推進する」という積極的協調の立場を鮮明にしてい

る。

　こうした運動上の「後退」のさらにゆきつくところとして，たとえぱ，同盟
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系造船重機労連傘下の三菱重工労働組合委員長の発言がみられる 。今目の円高

不況のもとで周知のように三菱重工は，造船部門からの撤退をさらにすすめ ，

航空 ・宇宙，兵器生産の分野での不動の地位をさらに強化しようとしているの

であるが　　。

　「本音といえ１ま，もっともっと兵器を作りたいですよ 。ご存知のとおり造船

不況，仕事もないし，組合員も減っている 。ウチの会杜の１２事業所，それそれ

の従業員が生活しなきゃならないし，ウチがしっ かりしていてこそ地域杜会が

潤うのですから」。「労組の方から経営側に防衛生産部門を減らせとブレーキを

かげたことはありません。逆に『いいものを作るように研究を進めろ』とハッ

パをかげています。ウチがいいものを作らなかったら，次の予算では川崎重工

業とか石川島播磨に注文が行ってしまうでしよう 。民間労組とは，こういうも

のなんです」（ｒ朝目」１９８６年９月２２目）。

　ここから引き出される必然的結論は，雇用と生活のためには，独占の軍事費

のｒ寄生」賛成，安保支持，他企業にまげぬ労資協調で目本最大の兵器廠三菱

重工を守ろうということになる 。

　今目 ，日本労働組合運動の「主流」をたす同盟 ・全民労協路線は，このよう

に産業構造の「転換」，多国籍企業化，ＭＥ　ｒ合理化」，防衛生産等々にたいし

てますます揚調主義にかたむいてきている。そして，このような現実状況のも

とで，全民労協（全日本民間労組協議会 ・６２組織，５４０万人）は去る８６年１１月１４目

に第５回総会をひらき，８７年１１月 ，「全目本民問産業労組連合会」（略称 ・連合）

へ発展改組することを決定した。それは，官公労をふくむ「全的統一」，一国

一ナンヨ ナルセソターの実毘をめざすが，労働運動内の階級的民主的潮流を代

表する統一労組懇（統一戦線促進労組懇談会）などとは「毅然として対応してい

く」というものである 。これにたいして総評黒川議長は「新しい鋤こ， どう魂

を入れるかが今後の問題だ」とあいさつし，ｒ新しい袋」をつくることに賛意

を表している 。

　労働戦線の「統一」はこうして新しい段階をむかえたが，その実質は労働組

合の原理 ・原則からはずれているのではないか。目本の労働者は，こういう潮
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流に抗して階級的に結集する条件があるのか。このことがいま間われている 。

　この点では，ひとつには，すでにみたように労働運動の協調主義的潮流と労

働者状態との間にはますます大きなギャッ プが生み出されていることが指摘さ

れねはならたい。そこから各種の世論調査では，大衆的労働者のなかに労働組

合へのｒ不信」と「無関心」が生みだされているが，そこに協調主義的潮流の

基本的な脆弱性がみられる 。

　そして，いまひとつには，今目の独占資本の蓄積運動それ自体が，協調主義

的潮流のよっ てたつ独占大企業ｒ企業別組合」の組織的安定基盤を動揺させて

きていることが指摘されねぽならない。最近，活動家のなかで「企業別組合の

空洞化」といわれている問題である 。

　　２．「企業別組合」の「空洞化」

・　労資協調主義にたつ大企業労働組合＝ｒ企業別組合」を土台とした「目本的

　労使関係」（企業主義 ・労資協調主義を特徴とする労資関係）は，一般に三つの要素

　によっ てささえられてきたといわれる 。

　　第１は，「高度成長」によっ て生産性向上＝ｒ合理化」への協力とひきかえに ，

　独占資本の強蓄積を許容する範囲内であ ったにせよ ，それたりのｒ高賃金」と

　「雇用の維持」が保障されたことである 。

　　第２に，いわゆる「終身雇用制」「年功序列 ・年功給」などの労務管理手段

　が体系化され，それが大企業の本工労働者，管理労働者，下級職制などにたい

　して，他にくらべて相対的に高い賃金と雇用を保障し，労働者を企業主義 ・協

　調主義につたぎとめるｒ統合」手段として機能したことである 。さらに，資本

　は，企業内福利厚生事業や技術訓練 ・研修活動をおこない，「合理化」の諸移

　態から生じる労働者の要求を，企業内の「トリフト」 ・バイの配分間題にすり

　かえつつ，企業主義的「統合化」をはか ってきた 。

　　第３に，「目本的労使関係」の彩成 ・維持のための杜会的安定基盤として ，

　労働者階級内部に彩成された格差 ・分断構造をあげなげれぱならたい。大企業

　労働者にたいする中小 ・下請げ労働者，杜外工，臨時工，バート ，アルバイト
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など，独占の収奪を基軸とした格差 ・分弊構造の存在である 。

　だが，こうした「企業別組合」のうえにの った「目本的労使関係」の安定基

盤は，７０年代後半からの「低成長」時代への移行，産業の「構造転換」，多国

籍企業の海外直接生産，ＭＥ　ｒ合理化」の進展そのものによっ て大きな変容に

直面している 。

　第１に，「高度成長」期にはそれなりに説得力をもっ ていた「生産性向上が

実質賃金の上昇と雇用安定をもたらす」という ，いわゆるパイの理論の図式は ，

いまや現実には通用しなくな っている 。この点はさきにもふれたことである 。

　第２に，大企業労働者に「企業への忠誠」を強制してきた人事 ・労務管理の

「統合」手段体系も大きく変化し，その見直しがせまられている 。　「終身雇用

制」はすでに「彬骸化」し，中高年労働者は先き行き不安のままｒ早期退職」

を強制される 。ＭＥ「合理化」は，企業内の技術移成，技能秩列の年功的連続

性を解体し，「終身雇用制」の対象となりうる労働者を大幅に減少させてきて

いるぱかりか，配転 ・出向 ・単身赴任をいまや常態化させている。また「昇進

の頭打ち」も現実化し，「小集団活動」も自主性を失い目標管理の手段に転化

している 。

　第３に，雇用の分断 ・格差構造であるが，これはＭＥ「合理化」のもとでの

本工労働者（正規職員）の削減，それに見合うパート ，派遣労働者など不安定

雇用労働者の拡大 ・利用によっ て強化されたかにみえる 。しかし，バート ，派

遣労働者の増大は，特定の個別企業への「忠誠心」をもたず，企業帰属意識の

薄い労働老が増加することであり ，それは同時に企業のｒ統合」手段の直接的

た対象とされる労働者層が縮少することにほかならたい。この意味では第３の

要素もむしろ矛盾を拡大してきており ，ここに階級的 ・民主的潮流によるｒ未

組織労働者の組織化」が当面の大きた課題として提起される根拠がある 。

　「企業別組合」が担ってきた「目本的労使関係」のかかる彬骸化は，そのま

ま企業主義 ・労資協調主義的「企業別労働組合」のｒ空洞化」につながる 。し

かも ，ｒ企業別組合」は，ＭＥ「合理化」に協力して従来の基幹労働者たる半

熟練労働者層の解体と流動化をすすめ，みづから組織構成員を削減してきた
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（１９８５年組織率２８．９％）。 独占資本に追随する労資揚調主義のもとでは，この減少

傾向は持続することが懸念されるわけで，２０００年までに組織率は２０％を切るた

どと予測され，生産性本部や窪済同友会などが「企業別組合」の発言力の大幅

な低下に深刻な危倶をいだき，対策を検討しはじめている 。

　いずれにせよ ，労資協調主義的潮流のよっ てたつｒ企業別組合」のｒ空洞

化」，ここにも階級的民主的潮流が前進しうるべ一スがある 。

　３．階級的民主的潮流の前進

　独占資本の経済戦略とそれに追随する労資協調主義的潮流がうみだした過酷

な労働者状態，そこに労働者階級の階級的結集の予備的条件をみる 。だが，そ

のことからただちに労働運動の階級的民主的潮流の前進が担保されるわけでは

ない。階級的結集が現実に前進するがためには，予備的条件に働きかける主体

が存在せねばならない。この点ではｒ帝国主義論」のなかでレーニソが指摘す

るように，「今目の状態の特徴が目和見主義と労働運動の　般的で根本的な利

益とのあいいれたい対立を強めずにはおかないような，経済的および政治的条

件にある」こととあわせて，「とくに日和見主義にたいして低抗している勢力

のことを忘れてはならない」（国民文庫版，１３４－１３５べ 一ジ）。

　そのような「勢力」として，今日の日本では統一労組懇運動の前進があげら

れる 。日経連は，最近の「雇用構造」の変化を重視しながら，統一労組懇にた

いしてつぎのような評価をあたえている 。

　「全民労協の連合体への移行，全的統一に向か って前進する『労働戦線の統

一』は，労使関係の安定ムードを促進し，ここ数年，大型ストなし春闘さえ実

現している 。しかし，一方ではこれに反発する左翼勢力の急激な伸展がある 。

『階級的ナシ ョナルモソター』を志向する統一労組懇運動は，２００万人の加盟
，

１００万人のｒ共同』を通じ，３００万人の稼動を可能にし，ｒ一つの到達点』に達

したと宣言している 。異常な進出である」（目経連労働経済専門委員会議編ｒ左翼

勢力の職場新戦術　　浸透ハターソとその対応策』）。

　統一労組懇は，同盟 ・全民労協の協調主義的路線に対抗するとともに，政府
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・独占の諾政策に対決して労働者 ・国民の諸要求を実現するための運動にとり

くんできた。階級的ナショ ナノレセソター的た機能を強めながら前進し今目にい

たっ ている 。

　しかしながら，前進はまだ部分的である 。労働戦線全体からみると，全民労

協５３０万，総評４４０万，同盟２２０万など，既存のナショ ナノレセソターに比べる

とまだ少数勢力である 。したが って，賃上げ闘争，制度政策要求闘争などで ，

労働運動の流れを全体として大きくかえる力をもっ ていないこともまた事実で

ある 。だが，間題はより広範な階級的結集をどうすすめるかである 。「１，ＯＯＯ万

人の未組織労働者の組織化」の提起は，もちろん大きな戦略的意味をもつ組織

的課題として注目される 。それと同時にいま新たな動向として注目されるのは

総評運動の「右煩化」傾向にたいして，最近の国労大会にみるように統一労組

懇運動と総評「民同」内の左派勢力との「共同」が現実的可能性をもたはじめ

ていることである 。

四． 日本労働組合運動の展望　　経済の民主的政策と労働者階級

　１９７０年代後半以降，資本主義世界経済のゆきつまりが喧伝されるなかで，目

本独占資本は，ひきつつきそれたりに「上出来」の「成長」を持続し，世界の

巨人に成長した。自動車，電機，機械など重化学工業の国際商品において抜群

の競争力をもち，アメリカおよびＥ　Ｃ諸国の独占資本を圧倒し，経済摩擦をひ

きおこしてきた 。

　この日本独占資本の「強さ」の秘密は，帰するところ目本労働者階級の賃

金・ 労働条件が，先進国のなかで低位におしこめられてきたことによるもので

あっ た。 しかるにいまや目本独占資本は，対米経済摩擦にたいして「協調」的

姿勢をとりつつ，あわせて円高間題に対応せざるをえない，という新たた経済

的困難にぶつか っている 。

　この新たな経済的困難にたいして，目本独占資本として２１世紀を展望するど
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のような経済戦略を展開しようとしてきているか。その基本は，本文で論じて

きたようにｒ国際協調」をうたい文句とした産業構造のｒ転換」，多国籍企業

化， ＭＥ「合理化」であろう 。そして，さらに付言するとすれぱ，「財テク」

という名のｒ金融的術策」の展開，「民活」という名の国有財産の収奪（ｒ民営

化」）や国庫への依存，軍事費への寄生たどがあげられる 。これらぱひとことで

いえぱ，目本独占資本としてはますますそのｒ寄生性と腐朽」（レーニソｒ帝国

主義論』）を強めつつ，自分だげの繁栄を追求するものである 。

　したが って，目本独占資本の経済戦略は，その対極では，目本の産業のｒ空

洞化」をまねき，労働者階級を深刻な雇用 ・失業問題のるつぼにおいこみ，勤

労国民の経営と生活を困難におとしいれ，さらには海外諸国民からの搾取と収

奪をいちだんと強めることになる 。

　今目の目本独占資本の経済戦略は，ｒ独占栄えて民減ぶ」とか，ｒ多国籍企業

繁えて国減ぶ」とか，経済専門紙でさえ評するほどのものであり ，目本の労働

組合運動としてこれにいかに対決するかが，ますます緊急かつ重要な課題にな

ってきている 。しかるに，目本労働組合運動の「主流」を形成する同盟 ・全民

労協路線，さらには総評指導部をも ，目本独占資本のｒ寄生性と腐朽」の増大

にますます追随する煩向をつよめている 。

　こうした状況のもとでは，統一労組懇を中心とする階級的民主的潮流が，目

本労働組合運動の真の意味での主流として，ますます歴史の舞台におしだされ

ざるをえたい。そして，目本独占資本の経済戦略に対抗しては，賃下げなしの

週４０時問制による雇用確保，労働条件の全般的改善，勤労国民の生活と経営の

擁護を基本に，反核 ・平和による軍事費の削減，独占大企業 ・多国籍企業の民

主的規制，彼らの責任と負担による財政再建，目本の経済主権の擁護と目本独

占資本の新植民地主義的海外進出反対，互恵平等の新国際経済秩序の確立，な

どを骨子とする経済の民主的改革が，ますます緊急かつ重要な課題とな ってき

ているように思われる 。

　もちろん，今目の政治状況，労働組合運動の状況のもとで，目本の労働者階

級としてここの経済の民主的改革の課題をいかに実現していくか，その推進の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９５）
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道すじについては，さらに掘り下げた実践的 ・理論的検討が求められている 。

この点の解明は別の機会にゆずらざるをえないが，全民労協の「連合会」への

移行，総評運動の停滞 ・混迷など，目本労働組合運動の否定的 ・消極的側面に

目をうぱわれ，敗北主義的傾向がみられることにかんがみ，さしあたり重ねて

つぎの諾点だげは強調しておきたい 。

　第１に，今目の目本独占資本の経済戦略は，労働者階級と勤労国民の労働と

生活をますます窮迫させずにはおかず，目本経済の「成長」への幻想は消えさ

り， この状態の変化こそ，運動をうごかす「深部の力」として作用せずにはお

カ・ なし ・こと
。

　第２に，独占資本の経済戦略の展開は，それに追随する同盟 ・全民労協路線

の階級的本質を露呈せずにはおかず，また彼らが依拠してきたｒ企業別組合」

という組織的基盤そのものを動揺させずにはおかないこと 。

　第３に，統一労組懇を中心とする階級的民主的潮流の戦後史における前進を ，

質量の両側面から正しく把握すること 。戦後４０年，目本の労働者階級の先進的

部分は，げ っしてタダメシを食ってきたわげではなく ，困難な闘いの経験と教

訓のなかで鍛えあげてきていること（この点については拙稿ｒ労働組合運動は現代

の危機にどうたちむかうか」，講座『目本の労働組合運動』第１巻，大月書店，１４－１７べ

一ジ）。

　第４に，労働運動の発展の合法則性として，「停滞」から「飛躍」への「階

級闘争の弁証法は貫徹せざるをえない」こと（この点については，右同ｒ労働組合

運動は現代の危機にどうたちむかうか」，１１－２２べ一ジ，参照）。 今目の客観的状勢が

うみだす階級的結集の客観的条件の成熟と，統一労組懇運動を中心とする階級

的民主的潮流にみる主体的条件の前進こそ，運動の新たた飛躍を期待させるも

のである 。

（５９６）


